
ユニバーサルツーリズムの推進に積極的に取り組むことを宣言した宿泊施設を
県が支援し、登録・情報発信する制度を創設（令和５年度から運用開始）

宣 言

・宣言施設のうち、県が定める基準を満たす宿泊施設を登録

・県が定める要件を満たす宣言施設に対して、ユニバーサルツーリズムの推進に必要
なソフト対策経費・ハード整備経費を支援

・ユニバーサルツーリズムの推進に積極的に取り組もうとする宿泊施設の宣言を募る。

登 録

発 信
・県公式観光サイト（HYOGOナビ）で宣言施設・登録施設の取組内容を発信
・利用者の関心事である各施設の障害種別ごとの取組状況等も発信（利用者目線に

立った「見える化」）

支 援

ユニバーサルツーリズムの推進に向けた宿泊施設の取組を促進
高齢者・障害者やその支援者等が容易に情報収集できるよう取組の「見える化」

制度概要

目 的

取組促進

見える化

【対象経費】 ｲﾝﾀｰﾎﾝと連動したﾌﾗｯｼｭﾗｲﾄ導入、貸出用品(ｼｬﾜｰﾁｪｱ等)の購入、
館内の点字案内充実、従業員の接遇研修受講 等

①ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ(BF)改修設計 ②BF改修工事(EV有) ③BF改修工事(EV無)
※福祉のまちづくり条例に規定する基準と同等以上のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

【補 助 率】 1/2（上限額：[ソフト］30万円､［ハード］①250万円 ②1,800万円 ③800万円）

ソフト

ハード

「ひょうごユニバーサルなお宿」宣言・登録制度の概要

【要件】①チェックリストで自施設の取組状況をチェック（チェック結果を発信）
②高齢者等に配慮した従業員向け接遇研修の実施又はUTおもてなし研修の受講

【登録基準】チェックリストのクリア項目の合計が35項目以上であること（全73項目）

※ハードはR6年度までの着手分（万博までの２年間を重点期間として拡充）



・ユニバーサルツーリズム推進に積極的に取り組もうとする宿泊施設が宣言
・宣言期間は５年間（期間満了後、再度宣言を行うことで更新可）

宣 言

【宣言時の要件】
①県が定めるチェックリストで自施設の取組状況をチェック

（チェック結果は県公式観光サイト（HYOGOナビ）で発信）
②高齢者・障害者等に配慮した従業員向け接遇研修の実施

または県が実施するユニバーサルツーリズムおもてなし研修の受講

本制度の対象と
なる宿泊施設

旅館業法上の営業許可を得ている施設（ホテル・旅館、簡易宿所）
住宅宿泊事業法上の届出をしている施設（民泊）
※風営法に定める風俗営業施設を除く
※暴力団員である者又は役員に暴力団員がいる法人が営む施設を除く

区分 チェック項目 取組項目数

情報発信 １ 情報発信への配慮 13項目

受入体制 ２ 受入体制の整備 13項目

ホスピタリティ

３ 備品の貸出 ８項目

４ コミュニケーション 10項目

５ 食への配慮 12項目

６ 移動への配慮 11項目

７ 入浴への配慮 ６項目

計 73項目

チェックリスト
の構成









・宣言した宿泊施設（宣言施設）に対して、ユニバーサルツーリズムの推進に必要な
ソフト対策経費・ハード整備経費を支援

支 援

・登録施設を目指すために必要なソフト対策経費を支援
・宣言期間中（５年間）に１回のみ活用可

補助対象
ユニバーサルツーリズム取組宣言を行い、かつ登録を目指す
宿泊施設

補助要件
チェックリストのチェック結果において、クリアした取組項
目の合計が20項目以上かつ34項目以下

対象経費

登録基準の達成に必要となるソフト対策経費
［例］・インターホンと連動したフラッシュライト導入

・施設内の点字案内充実
・貸出用品（シャワーチェア等）の購入
・従業員の接遇研修受講費
・施設HPにおけるユニバーサルツーリズムページの作成等

補助率 1/2（上限額：30万円）

ソフト対策支援



・既存のホテル等がバリアフリー改修工事を行う際に、福祉のまちづくり条例に定める
基準と同等以上の整備を行うための設計費や工事費を支援

補助対象 ユニバーサルツーリズム取組宣言を行った既存の宿泊施設

補助要件
・福祉のまちづくり条例に規定する特定施設整備基準と

同等以上のバリアフリー化
・チェック＆アドバイス制度を活用

対象経費

バリアフリー改修工事経費
①バリアフリー改修設計
②バリアフリー改修工事（エレベーター工事有り）
③バリアフリー改修工事（エレベーター工事無し）

対象施設

出入口、廊下、階段、スロープ、エレベーター等、便所、
客室、敷地内の通路、駐車場、浴室、サイン等
（建築確認申請や条例に基づく届出を行う場合においては、

義務となる整備基準に係る施設を除く）

補助率 1/2（上限額：①250万円、②1,800万円、③800万円）

ハード整備支援

※補助率は、令和６年度までの着手分が対象
令和７年度以降着手分は、県1/4、市町1/4（随伴義務）、1/2事業者



・宣言施設のうち、以下の基準を満たす宿泊施設を登録
・登録施設は県独自のロゴマークを活用可
・登録期間は３年間（期間満了後、再度申請することで更新可）

登 録

【登録基準】

クリアした取組項目の合計が35項目以上であること（全73項目）

・県公式観光サイト（HYOGOナビ）のユニバーサル
ツーリズム特設ページで宣言施設・登録施設の取組
内容を発信

・各施設の取組項目のチェック結果、障害種別ごとの
取組項目数、宿泊施設から高齢者・障害者等へのメ
ッセージ等をホームページに掲載

発 信

宿泊施設からのメッセージ

《ホームページ掲載イメージ》


